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総
務
費

○危険カーブミラーの更新（433万円）
　緊急点検を実施した結果、倒壊等による被
害発生の恐れがあると判明したカーブミラー
（61基）の撤去・更新を行う。

○�市民サービスセンター仮設事務所使用
料ほか（297万円）

　愛媛たいき産直市「愛たい菜」の拡張改修
工事に伴い、工事期間中、市民サービスセン
ターの仮設事務所を敷地内に設置する。

民
生
費

○児童扶養手当給付費（504万円）
　物価スライドによる手当額の改定及び令和
６年11月分から第３子以降の加算額が第２
子加算額と同額へ引き上げる制度改正に伴
い、児童扶養手当給付費を追加する。

○保育所運営経費（70万円）
　私立長浜幼稚園の休園に伴い、長浜地域に
おいて幼稚園籍の児童を受け入れできるよ
う、令和７年４月から長浜保育所を認定こど
も園へ移行するのに必要な備品（炊飯器、仕
切り用パネル他）などを購入する。

衛
生
費

○簡易飲料水施設事業補助金（285万円）
　日常の飲料水を確保することが困難な山間
地域において、地域住民が整備している飲料
水施設の改修事業に補助金を交付します。

消
防
費

○地震被害軽減対策費補助金（300万円）
　地震発生時における家具転倒やガラスの飛
散等による被害を軽減させるため、家具等転
倒防止器具やガラス飛散防止フィルムの購入
を支援する補助金を創設します。

教
育
費

○総合体育館改修工事（5,926万円）
　総合体育館の耐震対策の強化と長寿命化を
図るため、アリーナ天井ボードの落下防止工
事、アリーナ照明器具のＬＥＤ化、エントラ
ンスホール廊下床の張替工事等を行います。

災
害
復
旧
費

○�豪雨災害による被災箇所の復旧工事な
ど（7,222万円）

　５月27日～29日の豪雨及び６月30日～７
月２日の梅雨前線による被災箇所の復旧工事
並びに今後の災害時初期対応に必要な費用を
追加します。

一般会計　歳出の主な事業

９月定例会の日程
９月２日　本会議（開会、提案理由説明）
　　９日　本会議（質疑・質問）
　　10日　本会議（質疑・質問・委員会付託）

　　11日　総務企画委員会・厚生文教委員会
　　12日　産業建設委員会
　　18日　本会議（委員長報告・質疑・討論・

表決等、閉会）

　令和６年第３回定例会が９月２日から９月18日までの17日間の会期で開かれました。
　今定例会初日、市長から一般会計補正予算をはじめとする議案16件の提出があり、2日間に
わたり９人の議員が登壇し、全議案に対する質疑と市政全般にわたる質問を行いました。
　各常任委員会の審査を経て、最終日には追加議案を含めて採決を行い、いずれの議案も原案
のとおり可決・同意しました。� （詳細は下記のとおり）

令 和 6 年 9 月 定 例 会
令和６年度一般会計補正予算　３億 4,720 万円を可決！
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防災・減災、国土強靭化対策の更なる推進を求める意見書
　近年、気候変動の影響により全国各地で水災害が激甚化・
頻発化しているほか、本年１月に最大震度７を観測し甚大
な被害をもたらした能登半島地震では、家屋の倒壊や火災、
津波、土砂崩れなどで多くの方がお亡くなりになるととも
に、地盤の液状化や隆起等により、道路や港湾、上下水道
等のインフラ施設にも大規模な被害が発生した。加えて、
山がちな半島部では道路の寸断により集落の孤立が相次ぎ、
救助活動や救援物資の輸送が難航したところである。
　本市においても、市内中央部が盆地で形成されており平
地が少なく、大規模地震の際には道路寸断による中山間地
域の集落孤立や物資不足が想定されることに加え、海岸部
は瀬戸内海に面しているため津波による浸水被害が生じる
危険性もある。本年４月に県下で最大震度６弱を観測した
豊後水道を震源とする地震の際には、本市でも震度５弱を
観測し、市民の地震や津波に対する危機感が一層高まって
いる。
　また、道路、河川、港湾等のインフラ施設は、高度経済
成長期に整備されたものが多く、今後老朽化が進行し、修
繕の必要な施設が急増することから、不具合が生じてから
対策を行う事後保全型から脱却し、戦略的な維持管理・更
新に向け、長寿命化計画に基づく予防保全型メンテナンス
への移行を推進していく必要がある。
　政府は、先般閣議決定した骨太の方針において、改正国
土強靭化基本法に基づき法定化された「国土強靭化実施中
期計画」に向けた検討を最大限加速化し、今年度の早期に
策定に取り掛かることを示したところである。
　このような中、本市においても、今後想定される南海ト
ラフ地震など大規模災害から市民生活や地域社会を守り、
活力ある地域づくりを進めるため、災害に強い強靭なまち
づくりに取り組んでおり、国による令和７年度までを期間

とする「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対
策」終了後も切れ目なく、各分野における対策を着実に推
進していく上で、十分な予算を安定的かつ継続的に確保す
る必要がある。
　よって、国においては、次の事項について措置されるよ
う強く要望する。

記
１�　昨今の自然災害の激甚化・頻発化や加速度的に進行す
るインフラ施設の老朽化を踏まえ、５か年加速化対策終
了後も中長期的かつ明確な見通しの下、国土強靭化の取
組を安定的・継続的に推進できるよう、「国土強靭化実施
中期計画」を速やかに策定し、予算・財源を安定的かつ
継続的に確保すること。
２�　近年、全国各地で台風等による大雨の被害がもたらさ
れ、高速道路等の通行止め、橋梁の流出、鉄道の運転見
合わせなどが発生していることを踏まえ、災害に強いし
なやかな国土の実現に向けて、災害時の人流・物流にお
ける代替性を確保するための高規格道路等の整備促進に
よるミッシングリンクの解消、鉄道の整備促進など、イ
ンフラ整備を一層強力に推進すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　令和６年９月18日
　　　　　　　　　　　　　　大　洲　市　議　会

（提出先）�衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大
臣、財務大臣、国土交通大臣、内閣官房長官、国
土強靭化担当大臣、内閣府特命担当大臣（防災）

議　案　の　審　議　結　果
◆議案【市長提出分】
番　号 件　　　　　　　名 結　果
第64号 令和６年度大洲市一般会計補正予算（第２号） 原案可決

第65号 令和６年度大洲市介護保険特別会計補正予
算（第２号） 原案可決

第66号
大洲市行政手続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関する法律に基
づく個人番号の利用及び特定個人情報の提
供に関する条例の一部改正について

原案可決

第67号 大洲市体育施設条例の一部改正について 原案可決
第68号 大洲市国民健康保険条例の一部改正について 原案可決
第69号 河辺ふるさとの宿条例の一部改正について 原案可決

第70号 大洲市農家生活体験屋及び土蔵条例の一部
改正について 原案可決

第71号 大洲市普通公園条例の一部改正について 原案可決
第72号 大洲市営住宅条例の一部改正について 原案可決

第73号 大洲市工業用水道事業の設置等に関する条
例の一部改正について 原案可決

第74号 大洲南中学校長寿命化改修工事の請負契約
の締結について 原案可決

第75号 財産の取得について 原案可決

第76号 令和５年度大洲市歳入歳出決算の認定につ
いて 継続審査

第77号 令和５年度大洲市企業会計決算の認定につ
いて 継続審査

第78号 愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事
務の変更及び規約の変更について 原案可決

第79号 愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の変更
について 原案可決

番　号 件　　　　　　　名 結　果

第80号 大洲市肱南地域交流センター新築工事の内
建設工事の請負契約の締結について 原案可決

第81号 三善・八多喜地区認定こども園新築工事（建
築）の請負契約の締結について 原案可決

第82号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求
めることについて 同　　意

第83号 監査委員の選任につき同意を求めることに
ついて 同　　意

◆議案【委員会提出分】
番　号 件　　　　　　　名 結　果

第６号 防災・減災、国土強靭化対策の更なる推進を
求める意見書の提出について 原案可決

◆報告
番　号 件　　　　　　　名 結　果

報告８ 令和５年度健全化判断比率及び資金不足比
率の報告について 受　　理

報告９ 専決処分した事件の報告について 受　　理

報告10 一般社団法人キタ・マネジメントの経営状況を説明する書類の提出について 受　　理

報告11 ひじかわ開発株式会社の経営状況を説明する書類の提出について 受　　理

報告12 株式会社清流の里ひじかわの経営状況を説明する書類の提出について 受　　理

報告13 株式会社ゆうとぴあ河辺の経営状況を説明する書類の提出について 受　　理

報告14 担い手公社河辺やまびこ有限会社の経営状況を説明する書類の提出について 受　　理
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正副議長　就任あいさつ
　令和６年９月定例会において議員各位のご推挙をいただき、第17代大洲市議会正副議長に就任
いたしました。誠に身に余る光栄に存じますとともに、その職責の重さに身の引き締まる思いであ
ります。
　今年度は、平成17年の市町村合併から数えて20周年の節目となり、それに関連した各種記念事
業が実施されております。市外からお越しの方々に大洲市の魅力を知っていただくことはもちろ
ん、大洲市民の皆さまにとっても「魅力あるまち大洲」を感じていただきたく、地域一体となった
事業にしていきたいと考えています。
　合併以降、平成30年７月豪雨や新型コロナウイルス感染拡大等、多くの困難に直面しながらも、
市議会議員一丸となって市民の皆さまが安心して暮らせるまちづくりのために活動してきました。
今後もその活動の手を緩めることなく、市民生活や経済活動の一層の向上のために取り組んでまい
ります。
　市民の皆さまにとって、より身近で開かれた議会を目指してまいりますので、今後とも、市議会
の活動に一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

　９月18日定例会最終日、田中堅太郎議長並びに弓達秀樹副議長の辞職に伴い正副議長の選挙が
行われ、議長に村上松平議員（菅田町菅田）、副議長に武田典久議員（阿蔵）が選ばれました。

議長　村
むら

上
かみ

　松
しょうへい

平 副議長　武
たけ

田
だ

　典
のり

久
ひさ

議長に村上松平議員、副議長に武田典久議員を選出

♦監査委員（議員選出）
　　　田中堅太郎

♦議会運営委員会
　　　委　員　新山　勝久

♦肱川流域治水対策特別委員会
　　　委　員　弓達　秀樹
　　　委　員　山本かずや

選　任

◆人権擁護委員
・山本　　武（平野町平地）※再任
・笹木眞理子（肱川町山鳥坂）※再任
・壽野　公英（河辺町北平）※再任
・永沼　美幸（長浜町出海）

任期　令和７年１月１日から３年

人事案件 （敬称略）
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安川　哲生 議員
（一問一答方式）
①まちづくりについて
②大洲市の財政について
③自主防災組織について

坂本龍馬脱藩の道への投資について

問 	 歴史的にも有名な、坂本龍馬脱藩の道に対し
て、観光戦略の上位に位置付け投資を行い、地域の
活性化につなげる考えはないか。
答 	 脱藩の道は河辺の陸路から始まり、大洲を流れ
る肱川を利用した舟運を通じて長浜までつながって
いるため、坂本龍馬の足跡を軸に、うかいやお舟め
ぐりをはじめとする本市の様々な観光資源を組み合
わせ、魅力度を高めて提供することなどが考えられ
ます。周遊エリアの広がりが滞在時間を延長させ、
観光消費の拡大につながり、河辺地域をはじめ、市
全体の活性化が期待できるものと考えます。
　行政をはじめ、観光協会や一般社団法人キタ・マ
ネジメントなどの観光に携わる団体、そして、人、地
域がともに既存の観光資源を一つ一つの点としてで
はなく線としてつなぎ、面として活用する観点に立
つことで新たな付加価値を創造し、さらなる誘客促
進と地域の持続的発展を図りたいと考えています。

基金、市債、実質公債費比率及び経常収支
比率の状況について　　　　　　　　　　

問 	 現在の基金や市債残高、実質公債費比率及び経
常収支比率の状況はどうなっているのか。適正な状
況なのか、今後の見込みも伺いたい。
答 	 令和５年度決算における基金の残高は、一般会
計及び特別会計を合わせて121億1,000万円、令和
４年度決算と比べて７億2,000万円増加していま
す。
　地方債の残高は、一般会計、特別会計及び企業
会計を合わせて429億6,000万円であり、前年度と
比べて10億6,000万円減少しました。このように、
令和５年度決算においては、基金が増加し、地方債
残高が減少している状況です。
　今後は市民文化会館建設事業などの大規模事業に

おいて基金を取り崩していく予定です。地方債につ
いては、今年度が合併特例事業債を活用できる最終
年度となることから、来年度事業の前倒しを行うな
ど計画よりも多く借入れをすることとしましたが、
次年度以降は、新規の借入れを抑制することに加
え、合併特例事業債の発行の終了や、豪雨災害で借
入れた市債の償還も進んでいくため、地方債残高は
減少していくものと見込んでいます。
　収入に対する借入金返済額などの割合を示す実質
公債費比率は8.2％であり、県下の自治体の中でも
中間どころの数値となっています。実質公債費比率
は、今後少しずつ上昇する見込みですが、令和４年
３月に策定した大洲市健全な財政運営のための基本
指針に基づき、市債発行額の抑制と交付税措置のあ
る有利な市債を活用して事業の推進を行うことで、
実質公債費比率が10％の水準を維持できるよう努
めます。
　一方、財政構造の弾力性を示す指標の経常収支
比率については、令和５年度決算で98.3％となり、
県下の自治体の中でも財政構造の硬直化が進んでい
る状況です。人件費の上昇による支出の増加に対し
て地方税や地方交付税などの収入が追いついていな
い状況にあることから、経常収支比率が上昇してい
るものと考えています。次年度の予算編成において
は、喫緊の課題として経常経費の見直しを実施し、
少しでも改善できるように取り組んでいきます。
　現在の本市における財政状況は、合併直後と比較
すると財政指標が大きく改善しており、財政の健全
度を示す健全化判断比率も基準値以内であることか
ら適正な状況であると考えています。

災害対応時におけるけが等への補償について

問 	 火災発生時に近所の方が初期消火、救護に当た
る場合、事故に巻き込まれてけがをされた際の補償
等はどのような取扱いになっているか。
答 	 アパートなどの自己専有部分以外の初期消火や
他人の家屋などの応急消火への協力、消防吏員など
からの要請を受けて協力した場合などは、消防団員
に適用される公務災害補償が適用されます。
　また、自主防災組織の活動として災害時の避難誘
導や支援をしていただく際のけが等については、市
民総合賠償保険が適用されることとなっております。

質疑・質問
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質疑・質問

桝田　和美 議員
（一問一答方式）
①マイナンバーカードの活用に
　ついて
②高齢者支援について
③災害への対応について

マイナ保険証の普及と利用促進について

問 	 マイナ保険証の登録状況や、施設等における取
得状況を教えてほしい。また、マイナ保険証を所有
されない方へ送付する資格確認書の有効期限はどう
なるのか。
答 	 本市におけるマイナンバーカードの交付率は、
本年７月末現在で86.32％となっています。ま
た、マイナ保険証として登録している方は、国民
健康保険被保険者では６月現在4,721人で登録率
は55.1％、後期高齢者医療被保険者では６月現在
3,629人で登録率は43.2％となっています。
　本市としては、来庁が困難な方や施設に入所され
ている方々について、施設等に出向いてのマイナン
バーカードの出張申請受付を実施しており、令和５
年度は３か所、計99人、令和６年度は８月末まで
に４か所、計26人の申請を受け付けています。
　なお、本年12月２日から運用される資格確認書
の有効期限については、国民健康保険及び後期高齢
者医療制度は原則１年とすることとしており、ま
た、マイナ保険証を保有していない方などについて
は、申請によらず有効期限が到達する前に資格確認
書を郵送する予定です。

終活支援について

問 	 市民が安心して人生の最期を送れるよう、終活
支援をサポートする仕組みづくりが必要ではないか
と考えるがいかがか。
答 	 身寄りのない方が亡くなられた場合、市が介入
できるのは、法的根拠がある埋火葬についてのみで
あるため、事前に自身の意思を示した遺言書などを
作成してもらうことで、意向に沿った最期を迎える
ことができるため、終活支援は必要であると認識し
ています。
　現在の終活支援の取組としては、高齢福祉課内の

地域包括支援センターにおいて、高齢者が生活の中
で困っていることや、心配なことを相談できる総合
相談窓口を設け、高齢者のあらゆる相談に対応して
おり、令和５年度実績で延べ653件の相談がありま
した。
　また、社会福祉協議会に委託し、定期的に開催さ
れている心配ごと相談所においては、令和５年度実
績で延べ207件の相談を受けており、亡くなった後
に入るお墓の相談や相続、遺言に関する相談などに
も対応しています。
　行政の受皿として十分に知られていない状況もあ
りますので、より多くの高齢者の皆様が気軽に相談
いただけるよう、広報おおずや各地域のサロン活動
などを活用し、積極的に周知啓発していきたいと考
えています。

クーリングシェルター（指定暑熱避難施設）
について

問 	 熱中症対策として、冷房が効いた施設を無料で
住民に開放することが求められている。クーリング
シェルターについて、本市での指定、設置に向けた
取組状況を伺いたい。
答 	 本市のクーリングシェルターについては、本年
７月31日に市役所本庁舎や市立図書館など公共施
設７か所を指定しました。
　クーリングシェルターの運用については、県内全
ての気象観測地点で暑さ指数が35を超えると予測
される場合、環境大臣より県内一斉に熱中症特別警
戒アラートが発表され、指定したクーリングシェル
ターを市民や来訪者などに対して暑熱から避難する
場所として開放することになります。
　今年度、愛媛県内全ての観測地点で暑さ指数35
を超えたことはなく、クーリングシェルターとして
開放した事例はありませんが、今後も公共施設の追
加指定に加え、民間施
設の活用なども視野に
入れ、指定施設を増や
していきたいと考えて
おり、市の公式ホーム
ページにおいても募集
を行っています。
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新山　勝久 議員
（一括質問方式）
①長浜港内港埋立事業について
②県道、市道の立木について
③市所有の土地について
④飲料水について
⑤市による婚活について

道路上の枝の撤去について

問 	 道路上空に張り出している枝等が支障となり、
大型トラックをはじめ、救急車や消防車が通行でき
ないところも多い。道路上における通行に支障とな
る垂れ下がった枝木を伐採できるような規定を作っ
てはどうか。
答 	 道路法第43条では、道路の構造または交通に
支障を及ぼすおそれのある行為を禁止しています。
また、道路法第30条及び道路構造令第12条では道
路構造の技術的基準が定められており、車道の上空
4.5メートル、歩道の上空2.5メートルに空間を設
けることとし、これを建築限界と規定しています。
　建築限界内に通行の支障となる枝木等を発見した
場合、所有者が撤去する必要があるという原則によ
り対応してきましたが、昨年４月の民法の改正によ
り、竹木の所有者に切除するよう催告したが所有者
が相当の期間内に切除しない、竹木の所有者がわか
らない、調査を尽くしても所在を知ることができな
いなどの場合や急迫の事情があるときは、道路管理
者において枝などを切り取ることができる内容と
なっていることから、改正後の民法の規定に基づく
対応が可能であると考えています。

水道、水源の確保について

問 	 山間部では今まで利用していた水源が枯れかけ
てきている。新たな水源の確保のためには、横穴
ボーリング等の高額な費用が必要となるが、各地区
の水道組合では組合員の減少が進み、負担が大きく
なっている。市からの補助制度について伺いたい。
答 	 本市では大洲市簡易飲料水施設事業補助金交付
規程を制定し、日常生活に欠かせない飲料水を確保
することにより、安定した生活と潤いのある地域を

築くことを目的に、地域からの要望に対して国及び
県の補助対象事業として採択されないものについ
て、予算の範囲内で補助金を交付しています。
　この事業では、２戸以上の住民が共同で施設整備
を行う費用が補助対象となりますが、参画する戸数
に応じて補助対象額の上限を定めており、補助率
は、新設の場合は10分の９以内、改良の場合は10
分の７以内と定めております。
　渇水等で水源が枯れたことにより、新たに水源を
確保して施設整備を実施する場合においても、対象
となる戸数など補助金交付規程で定める要件を満た
せば補助対象になるので、担当課である環境生活課
にご相談ください。

若い人の出会いの場について

問 	 大洲市ならではの、例えばうかい屋形船、冨士
山展望台や大洲城を活用した婚活イベントを実施
し、若者に出会いの場を提供できないか。
答 	 本市では、少子化対策の一つとして、市内にお
いて独身男女が出会うイベントを実施する団体等を
支援することを目的に、大洲市ふれあい交流イベン
ト支援補助金を平成24年度に創設しています。
　この制度は、イベント参加者１人につき2,000円
を補助するものであり、制度創設以来、多くの団体
等に活用されており、これまでの実績は実施数49
件、延べ参加者数1,329人、カップル成立は180組
となっています。
　なお、当制度を活用した団体等から、当日キャン
セルがあった場合に補助総額が変更になり、使いに
くいという意見などもあったので、今年度から、人
数に関係なく活用できる補助制度として、大洲市出
会いの場創出事業補助金を創設しています。
　これらの補助制度を利用して予定されている今年
度の取組として、大洲商工会議所がおおず赤煉瓦館
で郷土料理を楽しみながら開催するイベントや、常
磐町の商店街がうかいを体験しながら開催するイベ
ントがあります。また、大洲市青年農業者協議会と
農林振興課が連携し、担い手の確保を目的に食や農
業に触れる機会を提供する婚活応援事業も予定され
ています。
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質疑・質問

上田　栄一 議員
（一問一答方式）
①地域自治組織再編について
②高校生への給食の提供について
③国民健康保険について
④暑さを売りにした集客について
⑤大洲喜多休日夜間急患センターについて
⑥太陽光発電設備の設置について

平成の大合併に対するアンケート結果について

問 	 合併から20年を迎えようとする中、新聞報道
で合併満足度に関する心情調査の結果が掲載されて
いたが、この結果について検証されたのか。また、
どのように考えているのか伺いたい。
答 	 先の新聞報道の調査結果は、本市の合併から
４年後の平成21年に実施されたものになりますが、
最近の住民意識に関するデータとして、令和３年９
月に第２次大洲市総合計画後期基本計画を策定する
ために市が実施した住民アンケートの調査結果があ
ります。
　それによると、「今後も大洲市に住み続けたいで
すか」との問いに対し、「これからもずっと住み続
けたい」「当分は住み続けたい」と回答された方の
割合は、大洲地域で85.1％、長浜地域で87.7％、肱
川地域で87.0％、河辺地域で87.0％と、全地域に
おいて８割以上の方が住み続けたいと回答されてい
ます。アンケートの質問内容に違いはありますが、
こうした結果は、合併後の市政運営に一定の評価を
いただいているものと認識しているところです。
　また、来年度から次期総合計画の策定に着手す
る予定としており、その中でアンケートやワーク
ショップにより、これまでの市の施策に対する評価
や、これからの市に求めるものなどについて調査す
ることとしています。

高校生への給食の提供について

問 	 高校生への給食の提供に向けての進捗状況、及
び実現見込みについて伺いたい。
答 	 昨年度実施した需要調査や先進地視察の結果を
受け、今年度は、さらなる事業推進に向け、生徒、

保護者及び教職員を学校給食センターに招き、施設
を見学し、実際に学校給食を試食していただきまし
た。試食会の後にアンケート調査を実施し、学校給
食の献立、学校給食の味、学校給食提供の希望の有
無等について意見を伺いました。
　学校給食の献立と学校給食の味については、おお
むねよい評価を受けた一方、学校給食提供の希望の
有無については、高校によりばらつきがあり、希望
しない理由として、教職員からは「配膳に時間がか
かる」「昼休みの時間が取れない」、また、保護者か
らは「毎日でなくてもよい」というものがあり、さ
らに自由意見では「教職員の負担が増える」「施設
整備等が課題」などの意見がありました。
　これらの結果を受け、学校側と今後の事業推進に
向け意見交換を行っていますが、大洲高校、大洲農
業高校では、まずは両校の完全統合を優先させた
い、長浜高校では、現状では時間の変更や施設整備
等は難しいとの意見であり、学校給食の提供に向け
た課題は大きいものがあると感じています。
　市としても、高校への学校給食の提供は保護者の
負担軽減及び高校魅力化向上につながる取組と捉え
ていますので、実施可能な高校から給食提供ができ
るよう引き続き学校及び関係団体等と連携し、課題
解決に向けた協議をしていきたいと考えています。

太陽光発電設備の設置について

問 	 太陽光発電設備の導入は、電気料金削減に有効
な手段と考える。市の公共施設への導入について、
考えを伺いたい。
答 	 公共施設への太陽光発電設備の設置は、電気代
の削減に役立つほか、地球温暖化への対応策として
有効な手段の一つであることから、公共施設の新設
や建替えの際は、設備導入を検討しております。
　また、令和７年度には、電力使用量の大きい施設
である環境センターへ太陽光発電設備の導入を行う
ため、現在、実施設計を行っています。本施設へ導
入予定の設備においては、計画出力が264キロワッ
ト、年間の発電見込み電力量が約28万キロワットア
ワーで、電気代の削減額は年間約680万円と見込ん
でいます。
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梅木加津子 議員
（一問一答方式）
①店頭での米価格の引き上げと
　農業農村基本法の改定等につ
　いて
②南海トラフ地震臨時情報「巨
　大地震注意」の呼びかけに対する対策と地震
被害の救済について
③山鳥坂ダム整備計画の見直し等について
④長浜港内港埋立事業について
⑤高校生に向けた寮の設置について
⑥市民の皆さんの暮らしにおける切実な願いの
検討について

本市の今後における米生産の状況について

問 	 米の価格の値上がりが続いている。本市におけ
る生産量の実態と今後の見通しについて伺いたい。
答 	 市内での米の店頭販売は品薄となっているもの
の、新米が並び始めており、今後は市内産の新米も
販売される予定となっていますので、品薄感は徐々
に弱まるものと考えています。
　なお、市内米の生産量については、令和５年度産
米が約2,300トン、５年前と比較すると317トン減
少していますが、本市の人口の１年分の消費量を上
回る生産量となっています。

巨大地震に備えた学校の活用と対策の検討
について

問 	 大洲市では学校の耐震化が進んでいる。災害時
の避難場所として適正な活用をすべきだと思うが、
どのように考えているか。また、巨大地震対策をど
のように進めていくのか。
答 	 現在、本市の指定避難所のうち、学校関係施
設は、市内の高等学校を含めると24か所あります。
また、耐震工事も完了しており、エアコンが設置さ
れている教室等もありますので、有事の際には避難
先として有効に活用したいと考えています。
　また、能登半島地震においては、死因の約４割が
建物の倒壊による圧死であったとの報告がありまし
た。今後の巨大地震への対策として、耐震診断や耐
震補強工事に関する補助についての周知徹底はもと
より、制度の普及に努めていきます。

　なお、６月には耐震改修設計を対象とした補助金
も新しく創設しました。改修費用の負担軽減が図ら
れますので、活用いただきたいと思います。
　また、一般家庭の家屋内耐震シェルターや地震に
よる住宅火災を防止するための感震ブレーカーの購
入に係る補助制度についても、令和７年度当初を目
途に創設する準備を進めていきます。
　さらに、自主防災組織と連携し、避難所ごとの運
営マニュアルが策定できるようモデル地区を選定
し、各地区のひな形となる作業を進めています。全
地区において避難所運営マニュアルが策定完了とな
るよう努めていきます。
　そして、災害用トイレカーの整備や民間ヘリコプ
ターを活用した孤立対策も現在進めているところで
す。８月には、民間ヘリの離着陸が実際に可能かど
うか、市内各地を回り、現地確認を行うなど、実施
可能なものから順次対策を進めています。

埋立事業にかかる費用について

問 	 長浜港内港埋立事業にかかる費用について、今
後の市の実質負担額と、用地補償費に関する詳細を
伺いたい。
答 	 現在市の埋立関係で予算化しているのは、県
工事負担金と各種調査業務で合計１億9,590万円と
なっています。そのうち、県工事負担金へ充当する
過疎債の交付税措置分を差し引いた１億8,232万円
が市の実質負担額となります。
　基本計画で算定している埋立事業費にかかる市
の実質負担額10億7,000万円から、先ほどの１億
8,232万円を差し引いた８億8,768万円が、今後予
算化する事業費の実質負担額となります。さらに、
この８億8,768万円のうち８億4,000万円を埋立土
砂の受入料で賄うので、差引き4,800万円となり、
これが今後埋立造成の予算に必要となる市の実質負
担額となります。　
　次に、基本計画に記載している用地補償費５億
4,000万円の内訳は、県事業分が３億4,800万円、
市の事業分が１億9,200万円となっています。県事
業分は、国道378号の改築に伴う用地購入費や移転
補償費、市事業分は現在長浜港内港で事業を営んで
いる事業者や倉庫等を保有している方の移転補償費
となっています。



2024.1110

質疑・質問

中野　寛之 議員
（一問一答方式）
①ＪＲの利用促進について
②市内高校進学者への支援策に
　ついて
③タクシー不足問題について
④市立保育施設の「荷物多すぎ問題」について
⑤大洲イノベーションセンターについて
⑥暑さ対策について

市内高等学校の魅力化支援について

問 	 県立学校の魅力化向上について、市町が地域と
一体になって取り組む姿勢が問われている。学校側
からの市への要望に対して、市としての取組はどう
なっているのかを伺いたい。
答 	 昨年３月に愛媛県教育委員会から県立学校振興
計画が示されたことを受け、本市においても大洲高
校（新校）魅力化応援に関する懇談会を開催し、大
洲高校、大洲農業高校それぞれの現状をお伺いし、
市議会、農林水産業、製造業、金融サービス、地域
教育等の関係者で意見交換を行い、その中で大洲高
校から要望をいただいています。
　「中学校の生徒や保護者からの意見を高校運営に
生かす」ことについては、各中学校において、近隣
の高校の先生を招いて実施する進路説明会におい
て、高校側の説明を受けるだけでなく、質疑応答の
時間を設けるなどして、生徒や保護者のニーズを把
握できるよう工夫されており、また各高校で実施さ
れる体験入学や見学会では、現役高校生が中学生の
質問に答えたり、高校生から中学生へアドバイスを
送る機会を設けたりするなど、様々な企画で高校の
魅力を発信しています。
　「部活動の地域移行について、土曜日、日曜日の
活動に高校生を参加させてもらいたい」ことについ
ては、現在、地域移行に向けた実証実験中でありま
すカヌークラブにおいて、大洲高校カヌー部の生徒
と一緒に、小・中学生の皆さんも活動をしていると
いう状況です。
　「大洲高校と大洲農業高校との生徒の移動への協
力」に関する要望については、現在、県教育委員会

において、農業関係の授業実習について移動時間の
ロスがないよう、授業時間割の編成を検討していま
すので、統合後の対応状況を確認しながら市の対応
を考えていきたいと考えているところです。

日本版ライドシェアについて

問 	 日本版ライドシェアにおいて、自家用有償旅客
運送制度や、観光ＤＭＯを絡めた自家用車活用事業
は大洲市でも活用できると感じている。大洲市でも
実証実験に取り組んでいく考えはないか伺いたい。
答 	 本市では、地域住民向けのデマンド型交通のう
ち、自家用車を活用して有償で運送を行う自家用有
償旅客運送を実施しており、市が実施主体となり、
バス事業者に運行管理を委託する形で、住民の皆様
の足として利用いただいています。
　また、自家用車活用事業については、観光関連団
体がタクシー会社へ委託する形で、観光客のほか地
域住民の移動手段として自家用車を活用して有償で
運送を行う仕組みもあり、不足するタクシーの代わ
りとして、一般のドライバーにより移動手段の確保
を図ることができる有効な手段の一つであると考え
ていますが、タクシー運賃より低い額の料金設定が
可能であるため、既存のタクシー事業者への影響も
懸念されます。そのため、導入に当たっては慎重を
期す必要があると考えています。

利用料のキャッシュレス化について

問 	 大洲イノベーションセンターにおける利用料金
のキャッシュレス対応及び利用予約の電子申請の導
入について検討されているのか伺いたい。
答 	 当施設は、市内産業のＤＸ推進を図ることを目
的の一つとしていることから、当然キャッシュレス
決済を導入すべきと考えています。市役所内でも、
市民課や税務課の窓口において、住民票や納税証明
書などの発行手数料の支払いに対し、10月を目標
に導入を進めており、本施設もこれらの先行導入事
例を参考にしながら、システムの早期導入に向けて
協議を進めていきたいと考えています。
　また、予約の電子申請については、現在企画情報
課において導入に向けた準備を進めているところで
す。
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清水　美孝 議員
（一問一答方式）
①４月に発生した地震時の罹災
　証明書の交付について
②市民文化会館整備事業に係る
　財産の取得について

４月に発生した地震時の罹災証明書の交付
について

問 	 ４月17日に発生した豊後水道を震源とする地
震による家屋への被害について、被害状況の確認、
罹災証明書の交付に関する周知方法等の市の対応に
ついてどのように行っているのか伺いたい。
答 	 被災家屋に関する罹災証明書の交付について
は、被災された方々より申請のあった32件の罹災
証明書を交付しています。そのうち１件は、職員が
現地に赴き、被災の状況を確認していますが、その
他の31件は被災された方からの写真により被災状
況が判断できたため、現地調査までは行っていませ
ん。なお、各家屋における被災の状況は、全て一部
損壊でした。
　次に、罹災証明書の発行に関しての周知について
は、被災された地域の皆様には、罹災証明書を発
行する旨の案内文書を各家庭のポストに投函してい
ます。また、市のホームページへの掲載や、市公式
LINEでもお知らせをしています。
　なお、罹災証明書は、
豊後水道を震源とする
地震が発生し、市内で
も大きな揺れを確認し
ているため、申請に対
して被害の状況に応じ
た罹災証明書を発行す
ることになっており、
一定以上の被害がない
と発行しないといった交付基準等はありません。

今後の救済措置について

問 	 この度の地震によって被害を受けた人に対し
て、見舞金や再建に向けた資金の貸付け等、その他

の支援を行う考えがあるか。
答 	 被災者生活再建支援制度では、自然災害により
10世帯以上の住宅が全壊した市町村が対象となっ
ているため、今回の地震は支援制度の基準には達し
ていません。また、この地震に係る家屋の被災の状
況は、全て一部損壊であったため、大洲市罹災見舞
金等交付規程にも該当していません。なお、住居、
家財に被害を受けた方が対象となる貸付け関係の災
害援護資金につきましても、災害救助法の適用を受
けていないため、該当していません。

市民文化会館整備事業に係る財産の取得に
ついて

問 	 市民文化会館整備事業及びこれに伴う排水路付
替工事用地の取得費用６億6,649万6,890円の内訳
について伺いたい。また、取得用地には旧愛媛たい
き農業協同組合喜多支所用地も含まれているが、移
転に伴う補償費の支払いは行っているのか。
答 	 市民文化会館整備事業及びこれに伴う排水路付
替工事用地の取得予定価格の内訳は、土地代金は
６億5,750万6,000円となっており、農業用ビニー
ルハウス、給水管等の潅水設備といった工作物の移
転費用やブドウの伐採補償といった物件移転補償金
が899万890円となっています。
　なお、現時点では所有者と売買について仮契約を
締結しており、本議会において議決を受けることが
できれば、本契約として成立します。
　また、旧愛媛たいき農業協同組合喜多支所用地の
購入に際しては、更地としての購入となっており、
物件移転に関する費用は補償していません。

市民文化会館イメージ図

2024年4月17日豊後水道
を震源とする地震の罹災
証明について（市HP）
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質疑・質問

児玉康比古 議員
（一問一答方式）
①市消防団のあり方について
②長浜港内港埋立事業基本計画
　（案）について
③コミュニティセンターについて

消防団員の定数について

問 	 市の人口減少が進んでいる中で、法定消防団員
数の見直しを図る考えはないか伺いたい。
答 	 人口減少や団員の高齢化の影響により団員数は
減少していますが、頻発化する激甚災害や今後発生
が予想される南海トラフ地震等に対応するために、
地域密着力、要員動員力、即時対応力という３つの
特性を有する消防団は地域防災力の中核をなし、常
備消防とともに公助を担いつつ、地域における共助
の一翼を担う大変重要な存在ですので、一定数の団
員の確保は必要と考えています。
　そのような状況ですが、人口が減少していく中
で、適正な定数を見極めていくことも必要であると
考えていますので、消防団長をはじめ団員の皆様と
も話合いをしながら、適正な定数の設定に取り組ん
でいきます。

便益施設エリア（道の駅）について

問 	 運営方法については、大洲市直営、第三セク
ター方式またはそれ以外の運営方法を考えているの
か。また、地元商店街との競合が発生する恐れはな
いのか伺いたい。
答 	 便益施設エリアでは、道の駅とコンビニエンス
ストア等の小規模商業施設の整備を計画していま
す。具体的な運営方法については、現時点では決定
していませんが、今後、便益施設だけでなく、ス
ポーツ・レクリエーション施設や公共施設等も含
め、当事業に適した整備、運営手法について、民間
事業者との直接対話により、広く意見や提案を求め
るサウンディング調査を行い、その中でいただいた
意見や提案を参考として、最も適切な事業手法を選
択し、経費等の考えも整理していきたいと考えてい
ます。

　次に、地元商店街との競合についてですが、昨年
７月に実施しました地元事業者を対象としたアン
ケートでは、一部の方から「販路の拡大のため道の
駅を整備してほしい」「地元の商店や有志グループ、
個人でも気軽に商品を販売できるスペースがあれば
よい」など、道の駅の整備や活用について前向きな
回答をいただきました。
　今後、施設の詳細について検討していく中で、地
元商店や農林漁業者の方々の意見を伺いながら、道
の駅を訪れた方に長浜、そして大洲の魅力を最大限
ＰＲできる施設となるよう取り組むとともに、道の
駅を起点として、町なかにも人が流れていくような
仕組みづくりを検討していきたいと考えています。

スマートロックの導入について

問 	 コミュニティセンターの貸館について、施設利
用システムの導入を進めているが、Wi-Fi回線の使
用料といったコストが課題である。コストのかから
ない簡易の鍵ボックスを設置しての鍵の貸出しにつ
いて、検討されているのか伺いたい。
答 	 現時点でコミュニティセンターでの開館時間外
の対応は、管理人での対応、近隣住民への鍵の管理
委託、簡易の鍵ボックスでの管理など、施設によっ
て様々な対応となっており、公民館当時の管理方法
を引き継いでいる形です。
　スマートロックの導入については、令和５年度の
実証実験の結果を踏まえ、今年度学校体育施設など
計18施設に導入する予定です。年度内にシステム
構築、整備工事、運用テストを経て、本格運用に移
行できるように進めていきます。
　今後は、施設利用予約システムを導入する施設の
うち、スマートロックを導入しようとする施設につ
いて、施設の利用状況を踏まえた費用対効果等を算
定するほか、地域性など
を考慮しながらランニン
グコストのかからない簡
易の鍵ボックスの方法も
含めて検討を進めること
としています。

スマートロック操作方法
（市HP）
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武田　典久 議員
（一問一答方式）
①長浜港内港埋立事業について
②公共交通について
③教育施策について

長浜港内港埋立事業における事業効果について

問 	 本事業の実施により、地域振興が図られること
を期待しているとのことであるが、その効果がどれ
ほどの規模であるのか、定量的に示してもらいた
い。
答 	 経済波及効果について、愛媛県が作成した平成
27年愛媛県産業連関表経済波及効果分析ツールを
使用し、愛媛県内にもたらす経済波及効果を算定
したところ、短期的な効果として、総事業費92億
8,000万円により誘発される県内生産額は約136億
円、増加する労働量は人員ベースで約920人となり
ます。長期的な効果としては、道の駅などの収益施
設における想定消費額に基づく算定では、誘発され
る県内の年間生産額は約５億500万円増加し、維持
される労働量は人員ベースで年間約67人と試算し
ています。
　また、収益施設における想定消費額のみを便益と
し、埋立造成費や施設の建設費、維持管理費や運営
費に加え、経年劣化に伴う建物の大規模改修費を費
用の算定対象とし、費用便益比の計算を行ったとこ
ろ、総事業費ベースによる費用便益比は0.79、県
の事業費を除いた市の事業費75億7,000万円ベー
スによる費用便益比は0.95となっています。
　一般的に便益を費用で割った値が１以上、つまり
便益の総額が費用の総額よりも大きければ、客観的
に一定の費用対効果が得られる事業とされていま
す。今回の試算では評価の目安となる１を割り込ん
でいますが、今回の算定では、便益に公共施設の複
合化による利便性や公園整備による快適性の向上、
また道路の線形改良による走行時間の短縮や交通事
故の減少など、目に見えない効果を含んでいないた
め、これらを貨幣換算した便益価値が加算されれ
ば、客観的に効果が得られる事業として評価できる

ものと考えています。

タクシー不足について

問 	 本市における重要な交通インフラであるタク
シーの不足について、市としてどのような認識を
持っているのか伺いたい。
答 	 市としては、人口、利用者ともに少なく、鉄道
やバスなどの公共交通サービスが少ない本市におい
て、デマンド型交通を含むタクシーはなくてはなら
ない存在であると認識しています。一方で、担い手
が減り続けるタクシーの運転手不足の解消は、簡単
ではないものと考えています。
　その対策として、市内公共交通事業所に運転手等
として就職される移住者に対して家賃補助を行う制
度を設けているほか、事業所に対して、デマンド型
交通の運行に当たり必要となる一般乗合申請や自家
用有償旅客運送での車両運転に必要な講習受講に係
る補助金の交付などの支援を行っています。

不登校支援について

問 	 不登校支援について今後どのような対策を講じ
られる考えなのか伺いたい。
答 	 これまでの支援策では、学級担任や関係職員
が、家庭訪問や電話連絡で登校を促したり学習を補
充したりすることが多く、一部の教員の負担が増加
する傾向にありましたが、現在は学校組織としての
取組やスクールカウンセラー等の専門的な対応、オ
ンラインによる学習支援、メタバース空間での学習
支援など、様々な教育支援体制が整ってきました。
　また、別室登校や放課後登校、短時間登校などの
様々な登校スタイルの提案により、対象児童生徒の
心情を踏まえた対応にも努めています。
　さらに、おおずふれあいスクールでは、不安や悩
みがある保護者への支援として、毎週水曜日にたん
ぽぽ広場という保護者相談の場を開設しています。
　また、昨年度から、通所生だけでなく、卒業後の
進路に不安を感じている生徒や保護者向けに進路説
明会を実施しており、高校の説明を聞けることで、
先を見通した目標設定につながり、生徒にも保護者
にもよい機会になっていると考えています。
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委 員 会 審 査 の 報 告
（９月定例会で委員会に付託された議案等の審査を行いました。）

総務企画委員会� 委員長　二宮　淳

《令和６年度大洲市一般会計補正予算》
◆交通安全対策費について
説明 � 他市において発生したカーブミラーの倒壊事
故を受け、市内に設置されている倒壊の危険性のあ
るカーブミラ―を撤去し、再設置を行うための原材
料費を計上するもの。
問 	 今回の再設置にかかる更新用の原材料費として
61基分が予算化されているが、設置や今後の点検
についての方針は。
答 � 撤去については事故の危険性等を考慮し市が行
うが、再設置及び管理についてはこれまで同様に各
地区にて実施をお願いしたい。万が一の事故への対
応としては、市の所有物として市が保険に加入し、
事故対応を行いたいと考えている。
問 	 今回の点検により不備が判明しており、これま
でと同じ管理方法であれば、今後も同様に不備が発
生する恐れもあると思うがいかがか。
答 � 現在、見回りなど点検の方法を確認していると
ころであり、今後、事故などを未然に防ぐ体制づく
りについても検討していく。
◆地震被害軽減対策費補助金について
説明 � 愛媛県が新設した家具等固定加速化支援補助
金を活用し、地震への備えとして、ガラスの飛散防
止や家具の転倒防止に係る物品等に対し補助を行う
ため、地震被害軽減対策費補助金を創設するもの。
問 	 具体的な申請の方法を教えてほしい。また、対
象物品の購入は市内の店舗に限るのか、インター
ネットを利用して購入したものも対象となるのか。
答 � 基本的な申請方法としては、領収書あるいはレ
シートでも申請可能としているが、確認のために対
象物品の設置前、設置後の写真の提出をお願いした
いと考えている。購入先は市内の販売店に限らず、
市外やインターネットで購入した場合も補助対象と
している。
問 	 今年に入り、１月の令和６年能登半島地震や４
月の豊後水道地震の発生により、地震災害への危機

感が高まりつつある中、こうした支援は今後も継続
していく考えか。
答 � 愛媛県が実施する補助制度は来年度も引き続き
実施が予定されており、本市においても来年度も継
続して実施していきたいが、今回創設する補助金の
申請状況なども勘案して検討する。
要望 � 安心した生活の確保という観点で、地震への
備えは大切であるため、引き続きの実施をお願いし
たい。
◆財産の取得について
説明 � 大洲市民文化会館整備事業に伴う用地の取得
を行うもので、大洲市議会の議決に付すべき契約及
び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定に
より、議会の議決を要するもの。
問 	 第１から第３駐車場の整備が計画されている
が、駐車可能となる台数はどれくらいになるのか。
また、近隣の市総合福祉センターとの一体利用も想
定した駐車場の相互活用についてどのように考えて
いるか。
答 � 第１駐車場で約99台、第２駐車場で約103台、
第３駐車場で約98台とし、全体で約300台の駐車
スペースの確保を計画している。また、市総合福祉
センターには全体で142台の駐車スペースがあり、
市民文化会館又は市総合福祉センターでのイベント
開催時などは、双方が調整・連携しながら利活用で
きるように考えている。
問 	 市民文化会館の利用に際し、現在の計画台数で
対応は十分に可能であるのか。
答 � 類似施設の状況や、各種統計・調査などを参考
にしながら計画しており、概ね対応できるものと考
えている。
問 	 車両の動線や利用者の安全確保はもちろんだ
が、安全性と利便性や混雑対策は。
答 � 主に利用が想定される第１駐車場では、特に安
全面を最優先し、歩道と車道の色分けや路面の表示
といった視認性に配慮することを検討しており、わ
かりやすい案内表示を整備するなど利便性の向上も
図っていきたい。渋滞対策については、特にイベン



2024.11 15

ト終了時は混雑が予想されることから、国道56号
に面した左折のみの出口を確保するなど、渋滞を緩
和するよう計画している。
要望 � 駐車場は民家に接している部分もある。騒音
などのトラブルも懸念されることから、近隣住民や
地域の方々への配慮も考えながら整備を進めてもら
いたい。

厚生文教委員会� 委員長　村上　常雄

◆大洲市普通公園条例の一部改正について
説明 � 旧三善保育所及び旧白滝保育所の解体に伴
い、これらの施設の跡地を普通公園とするため、条
例の一部を改正しようとするもの。公園の名称はそ
れぞれ三善コミュニティ広場、白滝コミュニティ広
場とし、地域交流の場として市が整備を行う。
問 	 大洲市内におけるその他の普通公園は何か所設
置され、その管理はどのように行っているのか。
答 � 市の普通公園は現在29か所設置されており、
設置場所によって市が管理しているものもあれば、
地域が管理を行っているものもある。今回の２か所
のコミュニティ広場については、市と地元自治会が
維持管理について協定を結び、地域での管理をお願
いすることとしている。
《令和６年度大洲市一般会計補正予算》
◆大洲市総合体育館改修工事に関する事業費について
説明 � 今年４月に発生した地震でアリーナの天井
ボードが落下したことを受け、今後発生するおそれ
のある大規模地震に備えるために抜本的な天井落下
防止対策を実施するもの。併せて令和７年９月に開
催予定の日本スポーツマスターズ2025愛媛大会に
おいて、男子バスケットボールの競技会場となるこ
とを見据え、アリーナの照明器具のＬＥＤ化、及び
エントランスホール等の改修を行う。
問 	 本施設は災害時の避難所になっている。エアコ
ンの設置は検討しなかったのか。
答 � 避難所としての暑さ対策の必要性については十
分認識している。エアコン整備は多額の予算が必要
になることから、危機管理部門と連携を図りながら
検討を進めていきたい。
問 	 改修工事における休館期間はどれくらいを予定
しているか。

答 � 11月の入札を予定しており、12月から来年３
月まで、約４か月間の利用を中止することになる。

産業建設委員会� 委員長　安川　哲生

◆河辺ふるさとの宿条例の一部改正について
説明 � 河辺ふるさとの宿の持続可能で効果的な運営
の実現に向け、同施設の休館日の改正及び利用料金
の限度額の改定を行うため、条例の一部を改正しよ
うとするもの。
問 	 令和５年度の施設利用者数や、家族利用、個人
利用といった利用者の構成を教えてほしい。
答 	 令和５年度は延べ886人の利用があり、構成は
家族、夫婦、友人同士といった方々の利用が大半を
占めている。
問 	 県外利用者の割合や、利用目的は。
答 � 利用者のうち県外利用者が８割ほどおり、豊か
な自然を求めてお越しいただくケースが最も多い。
問 	 県外利用者が多いことを踏まえると、利用金額
が増加することにより交通費も含め利用者の負担が
大きくなり、利用率が減少するといったことも想定
されるのでは。
答 � 運営事業者によると、夏休みのような需要が伸
びる時期においてはある程度高い料金設定にする
が、オフシーズンには低廉な料金設定にするといっ
た弾力的な運用を考えていると聞いている。ほかに
も、家族利用の場合は価格を割り引くといった対応
も検討されている。
要望 � 利用料金の上限額だけ見ると、初めて利用さ
れる方が戸惑うかもしれないので、利用料金につい
ては弾力的な運用を行う旨を十分アピールするよう
にしてもらいたい。
◆�大洲市農家生活体験屋及び土蔵条例の一部改正に
ついて
説明 � 交流館才谷屋及び坂本龍馬脱藩之日記念館
の持続可能で効果的な運営の実現に向け、同施設の
休館日の改正及び利用料金の限度額の改定を行うた
め、条例の一部を改正しようとするもの。
問 	 令和５年度の施設利用者数はどのくらいか。利
用者の構成や県外利用者の割合も河辺ふるさとの宿
と同程度の実績となっているのか。
答 � 令和５年度の延べ利用者数は403人であり、利
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議　会　日　誌
《６月》
　26日� 大洲市企業誘致調査委員会
� 大洲地区防犯協会通常総会
　27日� 大洲市老人クラブ連合会定期総会
� 愛媛たいき農業協同組合通常総代会

《７月》
　４日� 大洲市商店会連合会通常総会
　６日� 大洲市青少年健全育成推進大会
　７日� 平成30年７月豪雨災害大洲市献花式
　８日� 肱川流域総合整備推進協議会整備局要

望（高松市）
　16日� 愛媛県四国縦貫・横断自動車道建設促

進協議会　整備局要望（高松市）
　18日� 福岡県柳川市議会行政視察
　30日� 富山県議会行政視察

《８月》
　１日� 大分県豊後大野市議会行政視察
　６日� 議会運営委員会
　８日� 愛媛県市議会議員研修会
　10日� 大洲バイオマス発電所竣工式
　11日� 鹿野川夏まつり開会式
� 鹿野川地区復興事業完成記念式典
　15日� 愛媛県戦没者追悼式（松山市）
　27日� 議会運営委員会
　28日� 八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合議

会定例会
� 大洲・喜多衛生事務組合　組合議会臨

時会

編集後記

用者構成や県外利用者の割合も同程度である。交流
館才谷屋は１棟貸切りであり、檜風呂やいろりなど
の風情ある施設を、多少高価格でも利用したいとい
う方々に利用していただいていると理解している。
問 	 こちらも利用料金の弾力的な運用を考えている
のか。
答 � １棟貸切りとなるため、１人での利用の場合は
２万円程度の価格にしたいが、２人、３人での利用
の場合は単価を下げるといった戦略を考えており、
なるべく多くの方々に宿泊いただけるようにした
い。
問 	 利用上限額について、交流館才谷屋は21，
800円、坂本龍馬脱藩之日記念館は310円となって
いるが、別々に徴収するということか。
答 � 坂本龍馬脱藩之日記念館のみ入館を希望する方
は、入館料として310円をいただくが、交流館才谷
屋に宿泊いただく場合は、記念館の入館料を無料と
し、２つをセットで案内させていただいている。
《令和６年度大洲市一般会計補正予算》
◆�フラワーパークおおず展望台転落防止柵改修工事
について
問 	 この改修工事は森林環境譲与税を充当するとの
ことだが、森林環境譲与税は木材を使用しないと充
当ができないという認識で間違いないか。擬木では
充当できないのか。
答 � 森林環境譲与税を充当する場合は、木材の利用
促進において充当可能となるもので、擬木では困難
であると考えている。
問 	 耐用年数はどのくらいを想定しているのか。
答 � 今回使用する木材は、窯で防腐剤を加圧処理す
るので、20年程度使用可能であると考える。

　大洲市では、令和６年９月能登半島大雨災害の
義援金募金箱を、市役所本庁及び３支所、総合福
祉センターに設置しています。令和７年３月31日
まで受付予定としていますので、皆様のご協力を
お願いいたします。
　被災された方々に心よりお見舞い申し上げます。


